地縁による団体に関する資料

１　地縁による団体とは
　　　通常、町内会は「権利能力のない社団」として解釈されているため、不動産登記法上、町内会の名義で不動産を登記することができず、個人名義により登記するしかありませんでした。したがって、登記名義人となっている代表者が死亡した場合などにおいて、所有権をめぐる様々なトラブルが全国的に発生しています。

　　　こうしたトラブルを解消するため、町内会に「地縁による団体」として権利能力を与えることになりました。

２　地方自治法第２６０条の２の趣旨

　　　この規定は、「地縁による団体」の定義や認可要件といった事項から、権利能力や諸証明といった認可後の手続きまでをまとめたものです。第1項では、「地縁による団体は、地域的な共同活動を円滑に行うため市町村長の認可を受けたときは、その規約に定める目的の範囲内において、権利を有し、義務を負う」と定めています。

３　認可要件について

　　　地方自治法では、次の４つを認可要件に掲げています。

　　⑴　住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等、良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な活動を行っていると認められること

　　⑵　区域が、住民にとって客観的に明らかであること

　　　　※この「区域」とは、当該地縁による団体の構成員（町内会員）のみならず、その他の住民にとっても容易にその区域が認識できるものであること

　　⑶　その区域に住所を有する個人は、すべて構成員となることができるものとし、その相当数の者が現に構成員となっていること

　　　　※構成員は、区域に居住していれば誰でも権利を有しており、年齢、性別、国籍等の制限を設けることはできません。また、町内会への加入は世帯単位としているところがほとんどでしょうが、認可後からは個人単位となることにも注意しなければなりません。

※「相当数の者が現に構成員となっていること」については、特に基準は定めていませんが、一般的には当該区域の住民の過半数が構成員になっている場合には、概ね要件を満たしていると考えられます。

　　⑷　規約を定めていること

　　　　※この規約には、地方自治法に掲げられている事項（目的、名称、区域等）が定められていなければなりません。

４　認可申請手続きについて
　　　認可申請は、あくまでも町内会の自主的な判断により行われるものであり、総会において認可申請をする旨の決定を行う必要があります。したがって、総会において申請書類作成上に必要な決定（代表者や規約の決定など）を同時に行うことが望ましいと思われます。

　　　申請書類は、次のとおりです。

　　⑴　規約

　　　　※目的、名称、区域、事務所の所在地などの事項を定めなければなりません。

　　⑵　認可を申請することについて、総会で議決したことを証する書類

　　　　※認可を申請する旨を決定した総会の議事録の写しで、議長及び議事録署名人の署名をしたものが必要になります。

　　⑶　構成員の名簿

　　　　※構成員全員の氏名及び住所を記載した名簿が必要になります。

　　⑷　保有資産目録又は保有予定資産目録

　　　　※申請時に不動産又は不動産に関する権利等を保有している町内会は保有資産目録、申請時に不動産又は不動産に関する権利等を保有することを予定している町内会は保有予定資産目録が必要になります。

　　⑸　良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行っていることを記載した書類

　　　　※町内会の予算書・決算書、事業計画書が必要になります。

　　⑹　申請者が代表者であることを証する書類

　　　　※町内会長就任承諾書を作成してください。

　　　　　また、すでに認可を受けている「地縁による団体」が規約を変更する場合は、同様に⑴⑵を添付した変更認可申請が必要となりますので、あらかじめ担当へご相談ください。

５　告示及び告示事項証明について
　　　市長は、町内会の申請がすべての認可要件を満たしているとき、「地縁による団体」として認可するとともに、告示することになっています。この行為は現行法制上、町内会が権利能力を取得したことを登記あるいは公告により周知されて、はじめて第三者への対抗力を有するとされているからです。このため、取引の安全の観点から遅滞なく行うこととしています。

　　　また、告示事項には名称、規約に定める目的、区域のほかに代表者（町内会長）の氏名及び住所についても記載しています。よって、町内会長が変更になったときは、告示事項の変更届を速やかに行うことになります。
　　　なお、何人も市長に対し、認可を受けた地縁による団体について、告示した事項に関する証明書（地縁団体台帳の写し＝手数料１件３００円）の交付を請求することができます。これは、法人については法務局において法人登記を行い、何人にもその登記簿の閲覧を認めるとともに、登記等の謄・抄本を交付することにより取引の安全に寄与していること等に対応し、「地縁による団体」については、市長が認可を行った旨の告示のみならず、告示した事項に関する証明書を交付する仕組みを設けたためです。
６　認可を受けた「地縁による団体」の活動について
　　　「地縁による団体」は、権利能力を取得した後においても、住民により自発的に形成された団体であるという性格は変わるものではなく、従来どおり良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とします。

　　　しかしながら、地方自治法の中で認可後の活動等についても、次のような規定が置かれています。

　　⑴　市長が認可した「地縁による団体」を行政組織の一部と解釈してはならないこと

　　⑵　民主的な運営の下に自主的に活動するものとし、構成員に対し不当な差別的な取り扱いをしてはならないこと

　　⑶　特定の政党のために利用してはならないこと。この規定は、認可を受けた地縁による団体が、特定の政党の党利党略に利用されて、その本来の目的の達成を阻害されることのないように設けられています。したがって、構成員各個人に対してその政党支持を制限することでもないし、団体として政治家個人の政治活動を地縁による団体の目的の範囲内において支援することを禁止する趣旨のものでもありません。
　　⑷　法人格を取得したことにより、法人に関する基本法たる「民法」の規定を準用していること

　　⑸　保有する不動産の名義変更を行う場合の課税関係は、通常は無償譲渡（不動産取得税は課税免除）と考えられるので、課税関係は生じないこと

　　　　※名義変更をする際に、登録免許税が課税されます。

　　　　※法人市民税・県民税は、毎年度当初に申告及び減免申請すれば納める必要はありませんが、詳細については柏崎市税務課市民税係（℡21-2247）又は柏崎地域振興局調庁舎内、柏崎収税課（℡21-6222）へお尋ねください。

７　認可地縁団体印鑑登録及び証明について
　　　不動産の登記については、一般の法人が行う手続きを「地縁による団体」も同様に行うことになります。したがって、これまで代表者等の個人名義で登記していた不動産については、法人名義に所有権を移転登記することができます。また、登記申請書に添付する住所証明書及び代表者の資格証明書については、地方自治法の中では市長が交付する証明書（地縁団体台帳の写し＝代理権限証書兼住所証明書）によることとしています。さらに、登記名義人が登記義務者（所有権等を第三者へ渡す者）として不動産を登記する際には、「地縁による団体」の代表者の印鑑証明書を提出することになっています。必要な町内会は、印鑑をあらかじめ市へ登録しておくことが必要です。大きさなど登録できる印鑑に条件がありますので、詳しくは担当へお尋ねください。

　　　なお、告示事項証明書は申請者の印鑑は必要ありませんが、印鑑証明書は登録印が必要となりますし、代表者以外が請求する場合には委任状が必要です。証明手数料は、ともに１件３００円です。また、証明書発行には、お時間をいただくことになりますので、あらかじめ電話などでお申し出いただければ幸いです。

担当：市民生活部市民活動支援課（℡21-2272）
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